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内航海運業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン 

 

 

令和２年５月１４日策定 

（令和５年１月１０日一部改訂） 

日本内航海運組合総連合会 

 

１．はじめに 

本ガイドラインは、政府の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針

（令和 2 年 3 月 28 日（随時変更）、以下「対処方針」という。）」をはじめとする政

府の諸決定1を踏まえ、内航海運業における新型コロナウイルス感染予防対策を

行う際の基本的事項について整理したものである。 

 

内航海運業は、国内貨物輸送全体の約 4 割、産業基礎物資輸送の約 8 割

を担う我が国の国民生活や経済活動を支える基幹的輸送インフラであることか

ら、対処方針においても、業務の継続が求められている。 

このため、事業者として自主的な感染防止のための取組を進めることにより、

新型コロナウイルス感染症のまん延を防止していくことも求められているところで

ある。 

 

事業者は、対処方針の趣旨・内容を十分に理解した上で、本ガイドラインに示

された「感染防止のための基本的な考え方」と「講じるべき具体的な対策」を踏ま

え、個々の事業の様態等も考慮した創意工夫も図りつつ、新型コロナウイルスの

感染予防に取り組むとともに、社会基盤としての役割を継続的に果たすよう努め

ていただきたい。 

また、自らの感染予防対策に留まらず、情報の提供・共有などを通じ、取引先

企業、医療関係者を含む他の事業者の感染拡大防止対策の支援に積極的に

貢献していくことをお願いしたい。 

なお、本ガイドラインは、傘下事業者等（会員事業者、会員団体の会員事業

者及びこれらの関係事業者）が行う感染防止対策を想定したものであるが、会員

事業者等以外の事業者が行う対策の一助となることも期待する。 

 
1 ・新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針   

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kihon_r_041125.pdf 
・新型コロナウイルス感染症対策本部、新型コロナウイルス感染症専門家会議資料 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/taisaku_honbu.html  
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本ガイドラインの内容は、専門家の知見を得て作成したものであるが、今後も

感染拡大の動向や専門家の知見、これを踏まえた対処方針の改定等を踏まえ、

適宜、必要な見直しを行うものとする。 

 

 

２．感染防止のための基本的な考え方 

 内航海運業者は、海上において乗組員が一定の間、外部から隔離された船内

空間に留まり、職住を共にする労働環境の特殊性を十分に考慮し、新型コロナ

ウイルス変異株の特性を踏まえた従業員等の感染防止に努める。また、感染リス

クが高まる「５つの場面」「三つの密（密集・密閉・密接）」を回避すべく適切な対

策を講じる。 

 

 

３．講じるべき具体的な対策 

（１）感染予防対策の体制 

 経営トップが率先し、新型コロナウイルス感染防止のための対策の策定・

変更について検討する体制を整える。 

 感染症法、新型インフルエンザ等対策特別措置法等の関連法令上の

義務を遵守するとともに、船員関係法令を踏まえ、安全衛生委員会や産

業医等の産業保健スタッフの活用を図る。 

 国・地方自治体・業種団体等を通じ、新型コロナウイルス感染症に関す

る正確な情報を常時収集する。 
 

（２）健康管理 

 従業員（船舶の乗組員を含む）に対し、出勤前又は乗船前に、発熱や

新型コロナウイルス感染症が疑われる症状の有無を確認させ、体調の思

わしくない者には各種休暇制度の取得を奨励し、自宅待機の上、経過

観察を行う。また、勤務中に具合が悪くなった従業員は、必要に応じて

直ちに帰宅・下船させ、自宅待機とする。（抗原簡易キットを活用した検

査が可能な場合には、当該検査を実施する。）ただし、乗組員について

直ちに下船できない場合は、他の乗組員との接触を避ける等の措置を

講じた上で、下船までの間、船内療養の上、経過観察を行う。 

 船舶の乗組員は、一定の間、船内に留まり生活を行うことになることを踏

まえ、乗船中においても乗組員の健康状態を定期的にチェックする。ま
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た、乗船中の乗組員に新型コロナウイルス感染症が疑われる症状が確

認された場合には、４．船内で有症者等が発生した場合の具体的な対

策に従って対応する。また、直ちに陸上の管理部門に報告するものと

し、事前に連絡体制を構築する。 

 発熱や具合が悪く自宅待機・船内療養となった従業員については、医

療機関の受診を指示する。 

 上記のほか、出勤時に、体調の思わしくない者には各種休暇制度の取

得、医療機関の受診や自宅等での抗原簡易キットを活用した検査の実

施を奨励する。また、勤務中に体調が悪くなった従業員には、厚生労働

省の薬事承認した抗原簡易キットを利用できるようにするなど、検査を受

けやすい環境を整備する。その際、検査の結果が陽性であった場合は、

医療機関の受診等を勧める（65 歳未満の重症化リスクの少ない者であ

って、症状が軽い又は無症状の方は、自己検査結果を健康フォローアッ

プセンター等に連絡し、医療機関の受診を待つことなく健康観察を受け

ることが可能。）。 

 

 

（３）通勤 

 陸上の従業員については、業務の性質上、出勤が必要不可欠な者を除

き、テレワーク（在宅やサテライトオフィスでの勤務）、時差出勤、ローテー

ション勤務（就労日や時間帯を複数に分けた勤務）、変形労働時間

制 、週休 3 日制など、様々な勤務形態の検討を通じ、通勤頻度を減ら

し、公共交通機関の混雑緩和を図る。 

 

（４）勤務 

 従業員に対し、定期的な手洗い又は手指消毒を徹底する。 

 従業員に対し、適切なマスク着用に努めるよう徹底する。ただし、人との

距離を十分確保できる場合には状況に応じてマスクを外すこともできる。 

 事務所内において（船内は構造上可能な範囲において）、適切な空調

設備を活用し、設備・機器の状況に応じて可能であれば、湿度が４０％

～７０％になるよう適切な加湿を行うことを推奨する。 

 

（５）休憩・休息 
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屋内休憩スペースについては換気を行うなど、３つの密を防ぐことを徹底す

る。 

 

（６）従業員の意識向上 

 従業員に、マスクの適切な着用や密閉空間での会話を避けるなど、基本

的な感染対策を促す。ただし、病気や障害等でマスク着用が困難な場

合には、個別の事情に鑑み、差別等が生じないよう十分配慮するともに

適切な感染対策を講じる。 

 新型コロナウイルス感染症から回復した従業員やその関係者が、差別さ

れるなどの人権侵害を受けることのないよう、従業員を指導し、円滑な社

会復帰のための十分な配慮を行う。 

 

（７）その他 

 必要に応じて、衛生管理責任者（船内においては衛生担当者）と保健

所との連絡体制を確立し、保健所の聞き取り等に協力する。 

 労働衛生管理等の関連法令上の義務は遵守する。 

 オペレーター及びオーナーは、以上の感染拡大防止策について、適切

に連携する。 

 

 

４．その他 

船内で有症者等が発生した場合の対応等、その他の対策については、「感染

防止対策及び船上で乗組員や乗客に新型コロナウイルス感染症に罹患した疑

いがある場合の対応等について（国土交通省海事局安全政策課）」（別添）を参

照する。 

 

 

（以上） 


